
（平成２３年３月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認山口地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山口厚生年金 事案 1000 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資格取

得日に係る記録を昭和 26年２月１日、資格喪失日に係る記録を 29年３月１日

とし、申立期間に係る標準報酬月額を 3,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年２月頃から 29年３月１日まで 

    私は、昭和 26 年２月頃に、公共職業安定所の紹介でＡ株式会社Ｂ工場に

入社し、正社員として 29年２月末までの期間において勤務した。 

Ａ株式会社Ｂ工場では、社員寮に入居しており、同室であった同僚の写

真も有るので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が所持しているＡ株式会社Ｂ工場の社員寮において申立人と同室で

あったとする複数の同僚と一緒に撮影された写真及び同写真に写っている同

僚を含む複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、申立期間について正社

員として同社Ｂ工場に勤務していたことが認められる。 

 また、申立人が所持している写真に写っている複数の同僚は、Ａ株式会社Ｂ

工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間当時、厚生

年金保険の被保険者記録が確認できる。 

 さらに、Ａ株式会社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て申立期間当時の被保険者記録が確認でき、同社Ｂ工場の労務事務所に勤務し

たとする同僚は、「厚生年金保険には、従業員全員を加入させていた。申立人

はＣの業務を行う正社員であったので、厚生年金保険には加入していたはず

だ。」と供述している。 



加えて、前述の被保険者名簿において当該期間当時の被保険者記録が確認で

き、Ａ株式会社Ｂ工場で申立人と同じＣの業務に従事したとする複数の同僚は、

「Ａ株式会社Ｂ工場には試用期間は無く、入社と同時に従業員全員が厚生年金

保険に加入したと思う。」と供述しているところ、当該複数の同僚は、厚生年

金保険被保険者資格の取得日と同社Ｂ工場へ入社したとする時期とが符合し

ていることが確認できることから判断すると、同社Ｂ工場では、当時ほぼ全て

の従業員について入社と同時に厚生年金保険に加入させていた状況が推認で

きる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、当該期間に係る標準報酬月額については、Ａ株式会社Ｂ工場に係る健

康保険厚生年金保険被保険者名簿における同僚の昭和 26 年２月の記録から判

断すると、3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明と回答しているが、申立人に係る被保険者資格の取得届及び

喪失届のいずれの機会においても社会保険事務所（当時）が申立人に係る届出

を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の

取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和26年２月から29年２月までの期間に係る厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

 



山口厚生年金 事案 1001 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間①について、厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格取

得日に係る記録を昭和 43 年 11 月１日、資格喪失日に係る記録を 44 年１月１

日とし、当該期間に係る標準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 11月１日から 44年１月１日まで 

             ② 昭和 44年９月１日から同年 12月１日まで 

    私は、申立期間①については、Ａ株式会社Ｂ営業所においてＣの業務に従

事した。 

    また、申立期間②については、Ｄ株式会社Ｅ営業所においてＦの業務に従

事した。 

両申立期間について、厚生年金保険に加入していたと思うので調査の上、

厚生年金保険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間①について、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票

から、申立期間①当時、被保険者記録が確認でき、同社Ｂ営業所において勤務

していたとする複数の同僚の供述から判断すると、申立人が申立期間①におい

て、同社Ｂ営業所に正社員として勤務し、Ｃの業務に従事していたことが認め

られる。 

 また、Ａ株式会社の事業主は、「正社員は入社と同時に厚生年金保険に加入

させていたはずだ。」と回答している上、同社における当時の複数の経理事務

担当者は、「Ａ株式会社Ｂ営業所の給与及び社会保険関係事務は同社の本社で

行っていたが、申立人が正社員であれば、厚生年金保険に加入させているはず

だ。」と回答している。 



さらに、申立人及び複数の同僚の供述から判断すると、申立期間①当時、Ａ

株式会社には約 60 人（Ａ株式会社Ｂ営業所においては約７人）の従業員が勤

務していたことが推認されるところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票から確認できる当時の被保険者数は 57 人（Ａ株式会社Ｂ営業所におい

ては６人）であり、従業員数と被保険者数がおおむね一致していることから判

断すると、同社では、当時、ほぼ全ての従業員について厚生年金保険に加入さ

せる取扱いとしていたことが推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①において、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間①に係る標準報酬月額については、同僚の昭和 43年 11月の

Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から判断すると、

２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は「届出を行った上、保険料を納付したはずだ。」と

しているが、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において申

立人の氏名及び健康保険番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社

会保険事務所（当時）の記録が失われたことは考え難い上、申立人に係る被保

険者資格の取得届及び喪失届のいずれの機会においても社会保険事務所が申

立人に係る届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から当該社会保険

事務所へ資格の取得及び喪失等に係る届出は行われておらず、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る昭和 43年 11月及び同年 12月に係る厚生年金保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間②について、Ｄ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票から、申立人が記憶している当時の同僚の氏名を確認できる上、申立人

は、同社Ｅ営業所に係る従業員数及び業務内容等を具体的に記憶していること

などから判断すると、期間は特定できないものの、申立人は、同社Ｅ営業所に

勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｄ株式会社の事業主は、「当社では、申立期間②当時、約３

か月の試用期間を設けており、その後、正社員として採用した場合には厚生年

金保険に加入させていた。」と回答している上、前述の被保険者原票から申立

期間②当時の被保険者記録が確認できる同僚は、「Ｄ株式会社では約４か月の

試用期間があった。」と供述しているところ、当該同僚について、同被保険者

原票から確認できる厚生年金保険被保険者資格の取得時期と、供述する勤務の

開始時期が一致していないことから判断すると、当時、同社では従業員につい

て必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させていたとは限らない状況が

推認できる。 

また、事業主は申立期間②当時の関連資料を保管しておらず、申立人の厚生



年金保険の加入に係る届出及び厚生年金保険料の控除等の具体的な状況は不

明である上、申立人は給与から厚生年金保険料が控除されていたことを示す給

与明細書等を所持していない。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 



山口厚生年金 事案 1002 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和 18年１月から 19年３月まで 

私は、昭和 17 年にＡ学校を卒業し、18 年１月に同校の同級生と共にＢ

株式会社に入社し、同社Ｃ部でＤ課職員として勤務した後、19 年３月に海

軍に志願入隊した。 

Ｂ株式会社Ｃ部ではＥ地区の事務所に勤務し、Ｆ職の指導及び監督など

の業務に従事しており、初任給は 45 円であったことや、職員とＦ職とでは

帽章の色及び職員寮が異なっていたが、私は職員用の帽章であった上、職

員用の寮に入居していたことを記憶している。 

申立期間について、労働者年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人のＢ株式会社Ｃ部における業務内容に係る具体的な記憶、同社が保

管する申立人の履歴書及び申立期間当時の従業員名簿などから判断すると、

申立人は、申立期間のうち昭和 18年１月１日から 19年３月 17日までの期間

において同社Ｃ部Ｄ課に職員として勤務していたことが推認できる。 

しかし、厚生年金保険法の前身である労働者年金保険法は、昭和 17 年１月

に施行された後、適用準備期間を経て同年６月から保険料の徴収が開始され

ているが、同法における被保険者は、一定の業種の事業所に使用される男子

労働者（一般職員を除く。）と定められているところ、申立人及び申立人の

同級生を含み、申立人が氏名を記憶している複数の同僚は、Ｂ株式会社が保

管する従業員名簿から判断すると、申立期間当時、同社Ｃ部Ｄ課に（一般）

職員として在籍していたことが確認でき、同社に係る健康保険被保険者名簿

及び複数の同僚に係る厚生年金保険被保険者台帳において、当該複数の同僚



は、いずれも 19 年６月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していること

が確認できることから判断すると、同社では、同社Ｃ部Ｄ課に（一般）職員

として在籍していた従業員について、労働者年金保険の被保険者として取り

扱っていなかったことがうかがえる。 

また、前述の被保険者名簿から、申立期間当時、労働者年金保険の被保険

者記録が確認できる複数の同僚に照会したが、申立人の同社における労働者

年金保険料の控除等について確認できる供述を得ることはできない。 

さらに、申立人の申立てどおりの届出及び労働者年金保険料の控除等につ

いて、Ｂ株式会社は、「資料が無いため不明」と回答している上、申立人が

申立期間に係る労働者年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人の申立期間に

おける労働者年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が労働者年金保険の被保険者として申立期間に係る労働者年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



山口厚生年金 事案 1003 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年４月 25日から 41年５月 26日まで 

私は、申立期間において、Ａ株式会社に勤務し、給与は当初から手取額

で３万円以上あったにもかかわらず、実際に支給された給与額に比べて標

準報酬月額が低く記録されている。 

申立期間の標準報酬月額を実際の報酬月額に見合う標準報酬月額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間について、申立人は、実際に支給されていた給与額と比べて、標

準報酬月額が低く記録されていると申し立てているが、申立人は給与明細書

などの関連資料を所持しておらず、Ａ株式会社は既に解散しているため、申

立人の報酬月額及び厚生年金保険料の控除額等について確認することはでき

ない。 

 また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期

間当時、被保険者記録が確認できる複数の同僚の標準報酬月額を検証したと

ころ、申立人の標準報酬月額のみが低額であるという事情は見当たらない。 

さらに、前述の被保険者名簿から、申立期間当時、厚生年金保険の被保険

者記録が確認できる複数の同僚は、Ａ株式会社における自身の標準報酬月額

について、「記録されている標準報酬月額に誤りがあるとは思わない。」と

回答しており、申立人及び同僚の標準報酬月額が遡って訂正されるなどの不

自然な形跡も見受けられない上、当該被保険者名簿及びオンライン記録上の

標準報酬月額は一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく申立期間における厚生



年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について、その主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 

 


